
令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

②道徳教育の充実に向けた取組

を支援するため、道徳科の授業改

善に関する指導資料や好事例など

を取りまとめたアーカイブの充実

②管内道徳教育パワーアップ研究

協議会において公開された全管内

の学習指導案や、研究協議の記録

等を道徳教育アーカイブに掲載

し、道内外に周知

②アーカイブに各管内で実施した学習指導案や授業動

画を掲載したが、今後更に掲載内容を充実させるととも

に、各学校において活用を促す必要がある。

②アーカイブに掲載する内

容を充実させることで、各

学校や地域の課題に応じ

た授業改善につながってい

る。

①道徳教育推進リーダー等による

先進校視察

①先進校視察の実施

・東京都中野区上鷺宮小（６月：

16名）、千葉県船橋市立峰台小

（７月：15名）、埼玉県幸手市立幸

手中（６月：14名）

①先進校視察を実施し、その成果を管内道徳教育パワー

アップ研究協議会において報告し、授業づくりの好事例を

周知することができたが、より一層「考え、議論する道徳」

の質的充実等の視点からの授業改善を進める必要があ

る。

①道徳教育推進リーダー

が、先進校視察で得た成

果を各管内における公開

授業の指導案検討に生か

すなど、管内の中核となっ

て道徳教育を推進する体

制づくりにつながっている。

３　定性評価
取組

の柱
(1)学校の教育活動全体を通じた組織的・計画的な道徳教育の推進

点

数
1 点

研究授業等の実践を通じ

た道徳科の授業改善に関

する校内研修を行ってい

る学校の割合(%)（中）
80.6

（R3） 4

管内全学校の道徳教育推進教師

が参加する、管内道徳教育パワー

アップ研究協議会において、指導資

料に基づいた授業公開、説明・協議

等を行ったことにより、各学校の校内

研修の充実につながった。96.6 (R7.10)
点

83.3 97.0 97.4 97.7 98.0

116.0%

教育活動等

に関する調

査

（道教委）

(R7.10)

社会に開かれた教育課程の実現に

向け、道徳教育パワーアップ研究協

議会での説明や指導主事による学

校訪問において、各学校の状況に応

じて指導助言したことにより、家庭・

地域社会との連携による道徳教育の

充実を意識する学校が増えた。

研究授業等の実践を通じ

た道徳科の授業改善に関

する校内研修を行ってい

る学校の割合(%)（小）
74.6

（R3）

98.0

119.9% 4

点

管内全学校の道徳教育推進教師

が参加する、管内道徳教育パワー

アップ研究協議会において、指導資

料に基づいた授業公開、説明・協議

等を行ったことにより、各学校の校内

研修の充実につながった。

指標
基準値

(R4)

目標値(上段)

進捗率

4

点

数

出典

（調査機関） 分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6 R7 R8 R9 調査時期

R6.7

(R7.7)

道徳科の保護者や地域へ

の授業公開を全学年で

行っている学校の割合

(%)（中） ７７．２

（R3）

80.8 84.4 88.0 91.5 95.0

107.2%

86.6

教育活動等

に関する調

査

（道教委）

R6.7

(R7.7)

95.1 (R7.10)

79.3 84.0 88.7 93.4

点

教育活動等

に関する調

査

（道教委）

R6.7

(R7.7)

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

取組

の柱
(2)道徳科の授業改善の取組の推進

点

数

①道徳教育の充実に向けた、教員

の指導力向上に関する研修を推

進

②教職員研修計画を踏まえた各

基本研修の実施

①－１道徳教育パワーアップ研究

協議会の開催

・全道道徳授業づくり推進会議（９

月：76名）

・管内道徳教育パワーアップ研究

協議会（12月～２月:計900名程

度）

①－２指導主事の学校訪問におい

て、道徳教育の推進について指導

助言

②基本研修の関連講座において、

「実践の省察」「課題意識の明確

化」「研修の振り返り」「今後の取

組」に係る内容を含めて実施（初

任段階教員研修：４月～２月、中堅

教諭等資質向上研修：５月～２月）

①－１全道道徳授業づくり推進会議において、道徳教育

や道徳科の授業づくりについて参加者の理解を深めるこ

とができたが、管内道徳教育パワーアップ研究協議会に

おいて、より一層各学校や地域等へ会議の内容を普及す

る必要がある。

①－２学校教育活動全体を通じた道徳教育の充実や別

葉の効果的な活用などについて、引き続き、各学校に対し

て指導助言を継続する必要がある。

②引き続き、各キャリアステージの基本研修の目的や対象

に応じた講座を設定するとともに、実践の省察や改善に係

る研修内容の一層の充実を図る必要がある。

①全道道徳授業づくり推

進会議でのアンケート結果

において、参加者全てが道

徳科の特質を踏まえた授

業づくりについて理解を深

めることができたと肯定的

に回答した割合が９割以上

になるなど、各学校や各教

員の理解、取組が進んでい

る。

②基本研修の関連講座に

おいて、継続して道徳教育

の推進に向けた講座や、実

践 の 省 察等 をす るな ど、

キャリアステージに応じた

理解に向けた取組を進め

ることができている。

1 点

－62－ 



4.0 1.0 5.0 順調

５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】
○　推進指標「自分には、よいところがあると思う児童生徒の割合」、「研究授業等の実践を通じた道徳科の授業改善に関する校内研修を行

　　っている学校の割合」及び取組の柱（１）学校の教育活動全体を通じた組織的・計画的な道徳教育の推進

　　・より良く生きるための基盤となる道徳性の育成に向け、道徳教育パワーアップ研究協議会におけるテーマを「生命の大切さの自覚やいじ

　　　めの未然防止」とし、一人一人のwellｰbeingの向上に向けた研修内容の充実を図る。

○　推進指標「道徳の授業で、自分の考えを深めたり、話し合ったりする活動に取り組んでいる児童生徒の割合」、「道徳科の保護者や地域

　　への授業公開を全学年で行っている学校の割合」及び取組の柱（２）道徳科の授業改善の取組の推進

　　・「考え、議論する道徳」の質的充実等の視点から、ＩＣＴの活用事例を取り上げるなどして、道徳科の授業改善に関する資料などを取りまと

　　　めたアーカイブの充実を図る。

○　取組の柱（３）家庭や地域社会との連携による指導の充実

　　・スポーツ選手や芸術家など、本道にゆかりのある著名人による授業と道徳科の関連を図るとともに、事後の道徳科授業の充実に向けた

　　　指導内容の工夫等を取りまとめ、アーカイブに掲載するほか、児童生徒から道徳の授業等に係る意見を聞き取り、取組の充実に生かす。

○　取組の柱（４）組織的・計画的な人権教育の推進

　　・各種研修の機会を活用し、人権教育に係る趣旨や内容を普及啓発するとともに、学校における人権教育の組織的・計画的な取組を推進

　　　する。また、人権教育研究指定校の取組成果を普及する。さらに、地域フォーラムの開催により、「こども基本法」の趣旨や内容、子どもの

　　　権利についての理解を深めるなど、地域ぐるみでの心の教育、人権教育を普及する。

４　総合評価
定量評価の判定

(各指標平均点)　[ア]
定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価

②人権教育研究指定校の取組成

果を普及

③地域フォーラムの開催により、子

どもの権利についての理解を深め

るなど、地域ぐるみでの心の教育、

人権教育を推進

②人権教育研究指定校成果報告

会を実施（胆振管内：35名参加）

③心の教育推進フォーラムを開催

(渡島管内10月：239名参加、オ

ホーツク管内11月：123名参加)

②指定校での取組の成果を「研究成果報告書」として、

成果報告会で参加者に提供、説明した。今後、その成果を

全道の各学校に広げ、学校教育活動全体を通じた人権

教育の充実を図る必要がある。

③フォーラム参加者から自分も周りの人も幸せであること

の大切さなどの人権に対する関心度や理解度の高さが

示され、心の教育、人権教育に寄与できた。地域フォーラ

ムの内容を充実させ、引き続き「こども基本法」の趣旨や

内容の普及啓発を図る必要がある。

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

取組

の柱
(4)組織的・計画的な人権教育の推進

点

数

②地域と連携を図った道徳教育の

好事例を取りまとめ、アーカイブに

掲載

①各種研修の機会を活用し、人権

教育を充実するとともに、学校にお

ける人権教育の組織的・計画的な

取組の推進

（再掲：施策項目１（３））

①-1 各キャリアステージの基本研

修に、児童の権利等に係る内容を

含めたほか、全ての初任段階教員

に配付する「学校教育の手引」に

実践事例を掲載し、初任段階教員

研修において周知

①-2 指導主事を対象とした公立

小・中学校各教科等担当指導主

事研究協議会を実施し、指導主事

の学校訪問等において教育活動

全体を通じた人権教育の充実に

ついて指導助言

①-1 基本研修の講座を通して、児童生徒に対する日常

的な言動や性的マイノリティなどの視点から、受講者の人

権意識を高めるとともに、人権教育に対する理解を深める

ことができた。

引き続き、各キャリアステージの基本研修の目的や対象

に応じた講座を設定するとともに、研修内容の一層の充

実が必要である。

①-2 公立小・中学校各教科等担当指導主事研究協議

会を実施したことにより、指導主事が指導助言の方向性

について共通理解を図ることができた。

「こども基本法」の基本理念を踏まえた取組の一層の

充実を図るため、引き続き、学校訪問等において、学校教

育活動全体を通じた人権教育の充実に向けて指導助言

を行う必要がある。

1 点

①～③「こども基本法」の

施行に伴い、各学校におけ

る人権教育の意識が高ま

る中で、人権教育研究指定

校の成果報告会や学校訪

問等での指導助言の充実

を図ることができた。

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①授業実施校において、道徳科の内容項目「向上心、個

性の伸長」「希望と勇気、努力と強い意志」「友情、信頼」

などに関する児童生徒の心に響く授業を推進することが

できたが、授業実施校における講演内容を生かした事後

の道徳科授業の充実に向けた指導内容の工夫等を図る

必要がある。

②参集型やオンラインにより、保護者や地域住民と連携を

図った取組を推進することができたが、今後は、より多くの

保護者や地域の人材等が参加し、地域の道徳教育に関

する課題について「考え、議論する」取組を推進する必要

がある。

①各学校のニーズを踏まえ

様々なジャンルの著名人を

講師に設定し、実施校の道

徳教育の充実につながって

いる。

②シンポジウムへの保護者

や地域住民の参加が、昨

年度との比較で増加してい

る。

①子どもの心に響く道徳教育推進

事業において、スポーツ選手や芸

術家など道内外で活躍する人を講

師とした授業を実施（８月～２月、R

５:50校実施→R6:40校実施）

②地域住民が参加する道徳教育

シンポジウム等を実施（12月～２

月：13管内で実施、計200名程度

参加）

①スポーツ選手や芸術家などによ

る授業の充実に向けた本道にゆか

りのある新たな著名人の発掘と人

材リストの充実

取組

の柱
(3)家庭や地域社会との連携による指導の充実

点

数
1 点

－63－ 



北方領土に関する学習に

おいて、施設や人材・動画

教材等を活用している学

校の割合(%)（小、中）
小８４．８

中８５．９

(R3)

4

「北方領土の語り部」の派遣や

「ジョバンニの島」の上映会等の実

施について周知するほか、授業等で

活用できる施設や動画、各学校の実

践事例等をWebページに掲載し、周

知したことにより、ICTを活用した学

習の充実が図られ実績値の割合が

目標値を上回った。

小95.1

中94.2
(R7.10)

点

89.0 92.0 95.0 98.0 100.0

106.3%

R6.7

(R7.7)

アイヌ教育相談員の活用について

周知するほか、Webページにおいて

授業等で活用できる施設や動画、各

学校の実践事例等を発信したことに

より、ICTを活用した学習の充実が

図られ実績値の割合が目標値を上

回った。

小88.8

中85.1
(R7.10)

81.0 86.0 91.0 96.0

点 R6.7

(R7.7)

教育活動等

に関する調

査

（道教委）

ふるさと教育・観光教育等推進事

業の実践事例交流会において、教育

資源や優良事例の情報提供を行う

とともに、体験活動に係る実践事例

や生徒の取組の成果物をWebペー

ジで発信したことにより、実績値の割

合が目標値を上回った。
63.9 73.8

点

全国学力・

学習状況調

査

（文科省）

R6.４

教育活動等

に関する調

査

（道教委）

地域や社会をよくするた

めに何をすべきか考えて

いる児童生徒の割合(%)

（中） 39.7

42.8 68.9 73.9 78.9 83.9

107.1% 4

アイヌの人たちの歴史・文

化等の学習において、施

設や人材・動画教材等を

活用している学校の割合

(%)（小、中）

小７６．９

中７５．３

(R3)

100.0

107.3% 4

地域や社会をよくするた

めに何をすべきか考えて

いる児童生徒の割合(%)

（小） 49.5

76.8 83.3

59.0 81.8 86.8 91.8

R7 R8 R9 調査時期

96.8

101.8% 4

ふるさと教育・観光教育等推進事

業の実践事例交流会において、教育

資源や優良事例の情報提供を行う

とともに、体験活動に係る実践事例

や児童の取組の成果物をWebペー

ジで発信したことにより、実績値の割

合が目標値を上回った。

点
R6.４

全国学力・

学習状況調

査

（文科省）

施 策 評 価 調 書

１　施策の状況

施策名 施策項目11　ふるさと教育の充実 所管課
義務教育課（教育政策課、高校教育課、文化財・博物館

課）

２　定量評価

指標
基準値

(R4)

目標値(上段)

進捗率
点

数

施策の

方向性

(要約)

○　 全ての学校において、地域の自然環境や歴史、伝統、文化、産業等について理解を深める学習活動を通して、子どもたちが

　　地域の魅力や課題などを知り、地域社会の構成員の一人としての意識やふるさと北海道に対する愛着や誇りを育むとともに、

　　未来を切り拓き、地域の将来を担う人材を育てる教育を推進する。

○　 地域の施設や人材等を効果的に活用した体験的な学習や探究的な活動などを通して、アイヌの人たちの歴史・文化等、北方

　　領土、縄文遺跡群等について理解を深める教育を推進する。

○　本道の自然や歴史・文化・観光産業等の教育資源を効果的に活用して、ふるさと教育の充実に資する教員研修を推進する。

前年度

の状況

総合評価 評価年度（令和６年度）の取組【Ｐ】

順調

○取組の柱（１）身近な地域の自然環境や歴史、伝統、文化、産業等について理解を深める教育活動の推進

・北海道ふるさと教育・観光教育等推進事業の指定校を中心に、授業改善の取組のポイントや地域資源を活用した体

験活動等の理解を促す取組を推進

○取組の柱（２）アイヌの人たちの歴史・文化等に関する教育の充実

○取組の柱（３）北方領土に関する教育の充実

・アイヌ教育相談員の活用や「北方領土の語り部」の派遣等について周知するとともに、啓発資料や教育資源活用サ

イト等において、授業等で活用できる施設や動画等を紹介し、より多くの学校での取組を促進

○取組の柱（４）北海道・北東北の縄文遺跡群をはじめとした世界遺産に関する教育の充実

・北海道縄文遺跡群等に係る指導プログラムについて、北海道ふるさと教育・観光教育等推進事業の指定校以外の

学校においても広く活用を促し、縄文遺跡群等について理解を深める教育を推進

○取組の柱（５）ふるさと教育の充実に資する教員研修の充実

・北海道に対する愛着や誇りを育むふるさと教育の充実に向けて、より多くの学校が指定校の取組を参考にできるよ

う、実践事例交流会の実施と併せて、実践事例を広く周知

出典

（調査機関） 分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6

所管課ＨＰ
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進捗状況

①-1北海道ふるさと教育・観光教

育等推進事業の指定校を対象とし

た実践事例交流会（６月、12月開

催、実践校：小25校、中18校、義

務１校、協力校：小25校、中18

校）及び各テーマによるテーマ別

交流会の開催（教育局ごとに全

22回開催）

①－１北海道に対する愛着や誇りを育むふるさと教育・観

光教育の在り方や授業改善のポイントについて、教員の

理解が深まるとともに、指定校の児童生徒の北海道に対

する愛着や誇り等が高まったが、引き続き、全道の学校に

対し指定校の取組の成果を普及していく必要がある。

①-2児童生徒が多様な他者と交

流する豊かな体験活動の充実に

係る取組事例をWebページに掲

載

①ー２地域資源を活用した豊かな体験活動の推進に進

捗が見られるが、趣旨等をより一層浸透させる必要があ

る。

①～③アイヌの人たちの歴

史・文化等に関する教育に

ついて、前年度と比較し、ア

イヌ教育相談員の派遣やア

イヌ工芸品の貸出し等の数

は減少しているが、施設や

人材、動画等を活用した体

験学習を実施している学校

の割合は増加している。

②③アイヌの人たちの歴史・文化等に関する教育につい

て、各学校において、啓発資料や義務教育課Webページ

に掲載している資料等の活用が図られてきているが、周

知を継続し活用の充実を図る必要がある。

①②前年度と比較し、北方

領 土 の 語 り 部 の 派 遣 や

「ジョバンニの島」の活用

の数が減少している。

①②北方領土に関する教育について、各学校において、

啓発資料や義務教育課Webページに掲載している資料

等の活用が図られてきているが、人材等を活用した取組

が十分ではないことから、今後、周知や活用をより一層進

める必要がある。

点

数
1 点

進捗状況

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】

(2)アイヌの人たちの歴史・文化等に関する教育の充実

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】

①ふるさと教育及び観光教育の充

実を図るふるさと教育・観光教育

等推進事業を実施し、実践交流会

等において地域資源の活用につい

て普及啓発

（再掲：施策項目１（１））

②「北海道みんなの日条例」を踏

まえた教育活動の充実について、

周知・啓発

②本道にゆかりのある偉人を題材

とした道徳教材「きた　ものがたり」

を活用し、ふるさとへの愛着を育む

教育活動を実施

②道徳教材「きた ものがたり」は、全道の全ての小・中学

校及び義務教育学校で活用が図られていることから、引

き続き、子どもたちが住む地域における偉人について理解

を深めることにより、ふるさとへの愛着を育む教育活動を

展開していく必要がある。

②アイヌ教育相談員を活用した事

業の実施

①②実践事例交流会にお

いて指定校の実践発表を

行ったことにより、アンケー

トでは参加校の９割以上の

教員がふるさと教育・観光

教育の在り方について理

解を深めることができたと

肯定的に回答しており、施

策に係る教員の理解に進

捗が見られる。また、指定校

の児童生徒を対象とした年

２回のアンケート結果にお

いて、地域の歴史や自然へ

の関心等に係る設問の肯

定的な回答が増加したこと

から、北海道に対する愛着

や誇りが高まったと考えら

れる。

③アイヌ工芸品の貸出し

①義務教育課Webページに掲載

している実践事例の更新や教育資

源活用サイト「ふるさとＮａｖｉ」及び

教育資源検索サイト「もっと知りた

い！！『ほっかいどう』」等の周知

（アイヌの人たちの歴史・文化等の

学習について、施設や人材、動画

等を活用した体験学習を実施して

いる学校の割合 小・中の平均値

R4：83.0→R5：87.0）

②市町村へのアイヌ教育相談員の

派遣（R5：11管内16市町→R6：

10管内13市町村）

③アイヌ工芸品の貸出し（R5：12

管内15市町村→R6：11管内14

市町村）

①アイヌの人たちの歴史・文化等に関する教育について、

各学校において、啓発資料や義務課Webページに掲載し

ている資料等の活用が図られてきていることから、引き続

き、取組をより広く進める必要がある。

①啓発資料や義務教育課Web

ページにおいて、授業等で活用で

きる資料等を紹介するほか、各学

校の実践成果等を掲載し、周知・

普及

取組

の柱
(3)北方領土に関する教育の充実

点

数
0 点

取組

の柱

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①啓発資料や義務教育課Web

ページにおいて、授業等で活用で

きる施設や動画等を紹介するほ

か、各学校の実践成果等を掲載

し、周知・普及

②「北方領土の語り部」の派遣や

「ジョバンニの島」の上映会等を実

施

①義務教育課Webページに掲載

している実践事例の更新や教育資

源活用サイト「ふるさとＮａｖｉ」及び

教育資源検索サイト「もっと知りた

い！！『ほっかいどう』」等の周知

（北方領土に関する学習につい

て、施設や人材、動画等を活用した

体験学習を実施している学校の割

合 小・中の平均値 R4：94.2→

R5：94.7）

②-1市町村への「北方領土の語

り部」（元島民・後継者）の派遣

（R4:８管内12校→R5：６管内８

校）

②－２小・中学校における北方領

土学習事業「ジョバンニの島」上

映北方領土学習会の活用（R4：７

管内17校→R5：４管内11校）

３　定性評価
取組

の柱
(1)身近な地域の自然環境や歴史、伝統、文化、産業等について理解を深める教育活動の推進

点

数
1 点
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①北海道・北東北の縄文遺跡群をはじめとした世界遺産

に関する教育について、各学校において、指導プログラム

や実践校の取組を踏まえた実践が広がってきていること

から、引き続き、取組をより広く進める必要がある。

②ふるさと教育・観光教育等推進事業の指定校が、実践

事例交流会やＷｅｂページにおいて、自校の取組の具体

等を明確に発信することができたが、取組をより広く発信

していく必要がある。

取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】

○推進指標「地域や社会をよくするために何をすべきか考えている児童生徒の割合」及び取組の柱（１）身近な地域の自然環境や歴史、伝

統、文化、産業等について理解を深める教育活動の推進

・引き続き、北海道ふるさと教育・観光教育等推進事業の指定校を中心に、授業改善の取組のポイントや地域資源を活用した体験活動等の

理解を促す取組を推進する。

○推進指標「アイヌの人たちの歴史・文化等の学習において、施設や人材・動画教材等を活用している学校の割合」及び取組の柱（２）アイ

ヌの人たちの歴史・文化等に関する教育の充実

・引き続き、アイヌ教育相談員の活用やアイヌ工芸品の貸出しについて周知するとともに、啓発資料や教育資源活用サイト等において、授業等

で活用できる施設やICTを活用して視聴できる動画等を紹介し、より多くの学校が取組を進めるよう促す。

○推進指標「北方領土に関する学習において、施設や人材・動画教材等を活用している学校の割合」及び取組の柱（３）北方領土に関する

教育の充実

・引き続き、「北方領土の語り部」の派遣等について周知するとともに、啓発資料や教育資源活用サイト等において、授業等で活用できる施設

やICTを活用して視聴できる動画等を紹介し、より多くの学校が取組を進めるよう促す。

○取組の柱（４）北海道・北東北の縄文遺跡群をはじめとした世界遺産に関する教育の充実

・北海道縄文遺跡群等に係る指導プログラムについて、北海道ふるさと教育・観光教育等推進事業の指定校以外の学校においても広く活用

を促し、縄文遺跡群等について理解を深める教育を推進する。

○取組の柱（５）ふるさと教育の充実に資する教員研修の充実

・引き続き、北海道に対する愛着や誇りを育むふるさと教育の充実に向けて、より多くの学校が指定校の取組を参考にできるよう、実践事例

交流会の実施と併せて、実践事例を広く周知する。

４　総合評価
定量評価の判定

(各指標平均点)　[ア]
定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価

4.0 0.8 4.8 順調

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①教員を対象とした研修の実施 ①北海道ふるさと教育・観光教育

等推進事業の指定校及び参加を

希望する教員を対象とした実践事

例交流会の開催（６月、12月開

催、指定校の教員：88名、指定校

以外の教員等９名）

①北海道に対する愛着や誇りを育むふるさと教育・観光

教育の在り方や授業改善の取組のポイントについて、教

員の理解が深まったが、実践交流会の実施をより広く周

知し、ふるさと教育の充実に向けた取組を各学校に促す

必要がある。

①実践交流会に参加した

指定校のアンケート結果に

おいて、９割以上が自校の

取組の改善に向けて見通

しをもつことができたと肯

定的に回答しており、施策

に係る教員の理解に進捗

が見られる。

取組

の柱
(5)ふるさと教育の充実に資する教員研修の充実

点

数
1 点

①②地域の文化財を活用

した教育活動を実施した学

校の割合が増加してきてい

るが、実践校・指定校以外

の学校に対し施策に係る

指導プログラムの活用を一

層促す必要がある。

取組

の柱
(4)北海道・北東北の縄文遺跡群をはじめとした世界遺産に関する教育の充実

点

数
1 点

令和6年度の主な取組【Ｐ】

①ふるさと教育・観光教育等推進

事業の学習テーマとして、新たに

「縄文遺跡群」「北海道の文化遺

産等」を設定し、指導プログラムを

活用した実践を支援

②指導プログラムを北海道ふるさ

と教育・観光教育等推進事業の指

定校以外の学校でも広く活用され

るよう、指定校等の実践成果を周

知・普及

①ふるさと教育・観光教育等推進

事業の実践校（6校）による北海

道縄文遺跡群等に係る指導プロ

グ ラム の 活 用 及 び 取 組 の 周 知

（「北海道・北東北の縄文遺跡群」

など地域の文化財を活用した教育

活動を実施した学校の割合 小・

中 の 平 均 値 R4 ： 79.7 → R5 ：

81.9）

②ふるさと教育・観光教育等推進

事業の指定校（８７校）による実践

事例交流会及びＷｅｂページでの

実践事例の発信
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学校訪問や各種研修会におい

て、指導主事等がCAN-DOリストを

活用した学習指導やパフォーマンス

テストの実施について指導助言し

た。その結果、教師が生徒の学習状

況を正確に把握することができるよ

うになり、効果的な指導の充実が図

られた。なお、本指標を測る調査項

目がなくなったため、Ｒ６実績なし。

中９６．６

高8９．９

点

英語教育実

施状況調査

（文科省）

調査項目か

ら削除

「CAN-DOリスト」の学習

到達目標の達成状況を把

握している中学校・高校の

割合(%)
中81.2

高82.3

85.0 88.0 90.0 95.0 100.0

高校卒業段階で英検準２

級以上を取得又は英検準

２級以上の英語力を有する

と思われる生徒の割合

(%)
44.1

60.0

93.9% 3

高等学校教育課程編成・実施の

手引を活用した北海道高等学校各

教科等教育課程研究協議会を通し

て、学習指導及び学習評価の改善・

充実を図り、授業における言語活動

が積極的に実施されるようになると

ともに、生徒の英語力が向上した。49.3 50.7

52.0 54.0 56.0 58.0

点

英語教育実

施状況調査

（文科省）

R６.12

2

実践指定校による実践研究及び

成果の普及や教員の指導力向上に

向けた研修を実施した。

49.1 46.8
点

R６.12

英語教育実

施状況調査

（文科省）

中学校卒業段階で英検３

級以上を取得又は英検３

級以上の英語力を有する

と思われる生徒の割合

(%)

47.4

52.0 54.0 56.0 58.0 60.0

86.7%

道内の公立高校における

留学者の割合(%)

0.01

0.5 隔年 （R9.3） 隔年 （R11.3）

0.20 0.40 0.60 0.80

R7 R8 R9 調査時期

1.00

250.0%
4

海外留学プログラムの提供や留学

支援に係る取組を推進した。

関係機関と連携し、留学経験者によ

る体験講話及び道内大学に在籍す

る留学生を道立高校に派遣するな

ど異文化交流の機会を充実した。

オンライン交流の機会を提供した。
点 R6.7～10

(Ｒ8．７～

10）

高等学校等

における国際

交流等の状

況調査

（文科省）

施 策 評 価 調 書

１　施策の状況

施策名 施策項目12　グローバル人材の育成 所管課 高校教育課（義務教育課）

２　定量評価

指標
基準値

(R3)

目標値(上段)

進捗率
点

数

施策の

方向性

(要約)

○　　北海道に求められるグローバル人材像を踏まえ、多くの高校生が海外へ羽ばたけるよう、グローバル人材育成の機運を醸成し

　　 ながら、留学の促進に向けて、留学の受入先の確保などの総合的な支援を推進する。

○　　小学校段階から系統的な英語教育を進め、高校卒業段階において、日常的なコミュニケーションができる程度の英語力を育成

    するとともに、英語以外の外国語を学ぶ生徒を支援する取組を推進する。

○　　多文化共生社会の実現に向けて、全ての学校において国際理解教育を充実させるとともに、異文化交流等の機会を創出する

　　など、生徒が留学生や地域の外国人等と交流する取組を促進する。

○　　ＩＣＴの積極的な活用により、本道の児童生徒が海外の子どもたちとオンラインでつながる機会を創出し、持続可能な開発のた

　　めの教育（ESD）における協働的な学びを充実させ、必要な能力・態度を育成する取組を推進する。

前年度

の状況

総合評価 評価年度（令和６年度）の取組【Ｐ】

概ね順調

○取組の柱（１）留学機運の醸成及び高校生による海外留学の促進

○取組の柱（４）ICTを活用したオンライン交流の推進

・海外留学やオンライン交流など、高校生の国際理解や国際交流の機会の充実及び支援を推進

○取組の柱（２）外国語教育の充実

・生徒の英語力向上推進事業における実践指定校の実践研究及び実践成果を普及

・教員の指導力向上に向けた英語教育に係る研修を実施

・授業改善のための授業研究セミナーにおける言語活動に係る事例集を活用し、教員の教科指導力を向上

○取組の柱（３）異文化交流や多様な価値観に触れる機会の創出

・大学や関係機関等と連携して、異なる文化や外国人との触れ合いを深める体験交流等の機会を充実

・オンライン交流など、高校生の国際理解や国際交流の機会を充実

出典

（調査機関） 分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6

所管課ＨＰ
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指標
基準値

(R3)

目標値(上段)

進捗率
点

数

出典

（調査機関） 分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6 R7 R8 R9 調査時期

取組

の柱
(2)外国語教育の充実

点

数
1 点

令和6年度の主な取組【Ｐ】

令和6年度の主な取組【Ｐ】

①英語の組織的・計画的な授業改

善等のため、生徒の英語力向上推

進事業における実践指定校の実践

研究及び実践成果を普及

②教員向けの研修や授業研究セミ

ナー等を通して、教員の教科指導力

の向上を図ることによる英語教育の

推進

①-1 生徒の英語力向上推進事業

における研究推進校の指定及び研

究推進校における研究開発及び成

果普及資料の作成・周知

①-2 研究推進校の推進教員によ

る実践等をクラウドで共有する「E-

Netコミュニティ」の実施や他地域

のＡＬＴとオンライン交流を図る体制

の構築

②-1 推進教員等を対象と した

「E-Lineセミナー」を開催（第１回

198名、第２回86名、第３回131

名）

②-2 授業改善のため道内４ブロッ

クにおいて授業研究セミナーを開催

（Ｒ５：９８名→Ｒ６：１１０名）

①研究推進校において、英語の指導経験が浅い教員を対

象とした「授業モデル」を作成したが、今後、Webページへ

掲載するとともに、指導主事による学校訪問等で指導助言

に活用するなど、本モデルを周知する必要がある。

①-2 「E-Netコミュニティ」や他地域のＡＬＴとオンライン

交流を図ることができる体制を構築したが、今後、本取組

を広く周知するとともに、各学校の教員がより活用しやすく

なるよう取組の工夫を図る必要がある。

②-1 「E-Lineセミナー」を年に３回開催し、文部科学省

の調査官による講義や推進教員による実践発表を行った

ことにより、全道の英語担当教員の授業改善に係る理解

が深まった。

②-2 道内４ブロックにおいて授業研究セミナーを開催し、

参加者は研究協議を通して、効果的な言語活動やパ

フォーマンステストについて理解を深めた。

取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①大学や関係機関等と連携して、

異なる文化や外国人とのふれあい

を深める体験交流等の機会の充実

（再掲：施策項目１（３））

①異文化や外国人留学生と交流す

る 機 会 を 充 実 さ せ る た め 、

「 Hokkaido Study Abroad

Program2024」を実施。高校生の

大学派遣では、北海学園大学会場

に27名が参加、北海道大学会場に

37名が参加、北海道教育大学函

館校会場に37名が参加。（参加生

徒 数 R5:66 → R6:101 、 会 場 数

R5:2→R6:3）なお、留学生の高校

派遣は、全道19校に２大学から延

べ30名の留学生を派遣（連携大学

R5:1→R6:2）

①参加者の９割以上が留学生との文化交流が有意義だっ

たと回答。留学生等との交流により、異文化や多様な価値

観に触れる機会を創出し、参加生徒の英語力、進学・留学

の意欲向上及び国際社会に対する理解促進の成果が

あった。

参加希望者が増えているため、連携大学を拡大し、定員

を増やす必要がある。高校生の大学派遣について、会場が

札幌と函館のみであり、遠方に居住する生徒は参加が困

難なことが課題て゛ある。

①新たに北海道教育大学

函館校と連携でき、異文化

交流の機会を増やすこと

ができた。

① 研修への参加や成果

普及資料の作成などを通

じて、多くの教員が言語活

動を通した指導についてイ

メージをもつことができる

ようになった。

②教員の指導力向上等に

より、英検準２級以上相当

の英語力を有する道内高

校生の割合が上昇した。

　（R4:46.5%

→R5:49.3%）

取組

の柱
(3)異文化交流や多様な価値観に触れる機会の創出

点

数
1 点

取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①海外留学による高校生の国際理

解や国際交流の機会の充実・支援

の推進

①高校生交換留学促進事業の実

施及び渡航費補助の実施

アルバータ州（19名が参加）

ハワイ州（6名が参加）

ニュージーランド（５名が参加）

留学参加者R5：20名→R6:30名

高校生留学促進事業で4校４プロ

グラム（Ｒ５：２８名→Ｒ６：３８名）に

対し、渡航費用の一部を補助

①交換留学参加者の９割以上が、将来また留学をしたい

と回答しており、留学機運の醸成及び高校生による海外留

学の促進につながっている。参加を希望する高校生が多い

ことから、定員や国・地域を増やす必要がある。

①アルバータ州との交換

留学で定員を増やしたこと

により、国際交流の機会拡

大につながった。

取組の実績【Ｄ】

３　定性評価
取組

の柱
(1)留学機運の醸成及び高校生による海外留学の促進

点

数
1 点

英語の発信力に係るス

ピーキングテスト及びライ

ティングテストの両方を実

施している高校の学科の

割合(%)
58.0

100.0

「STEAM教育推進事業」に係る

授業研究セミナーを通して、探究的

な学びで必要となる言語活動の重

要性を各教員が認識し、授業改善

を推進した。言語活動が活発とな

り、普通科、専門学科及び総合学科

におけるスピーキングとライティング

のテスト内容の改善が図られた。な

お、本指標を測る調査項目がなく

なったため、Ｒ６実績なし。
96.6

100.0 100.0 100.0 100.0

英語教育実

施状況調査

（文科省）

点

調査項目か

ら削除
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①オンライン交流など、高校生の国

際理解や国際交流の機会の充実

（再掲：施策項目１（３））

①-3 11月から６週間、道立学校生

徒11名とアルバータ州生徒11名

がオンライン交流を実施

①-３ オンライン交流に参加した11名全員が、相手国の文

化を深く理解し、事業に参加してよかったと回答。アルバー

タ側生徒の希望者が多いので、北海道側生徒の参加者が

増えるよう、事業を一層周知する必要がある。

４　総合評価
定量評価の判定

(各指標平均点)　[ア]
定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価

①-1 高校生が地球規模の諸課題

の解決に向けて探究した成果を、海

外の高校生と交流する機会の設定

①-2 道立学校延べ16校が11の

国・地域の学校とオンライン交流を

実施

５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】

○取組の柱（１）留学機運の醸成及び高校生による海外留学の促進

・海外留学など、高校生の国際理解や国際交流の機会の充実及び支援を推進する。

〇取組の柱（２）外国語教育の充実

・研究推進校が作成した「授業モデル」を周知し、言語活動を通した指導が各学校で推進されるよう、指導助言する。

・引き続き、教員の指導力向上に向けた英語教育に係る研修を実施する。

・ＡＬＴとのオンライン交流に係る取組を広く周知するとともに、各学校の教員が活用しやすくなるよう取組を工夫する。

○取組の柱（３）異文化交流や多様な価値観に触れる機会の創出

・大学や関係機関等と連携して、異なる文化や外国人との触れ合いを深める体験交流等の機会の充実を図る。

○取組の柱(4)ICTを活用したオンライン交流の推進

・オンライン交流など、高校生の国際理解や国際交流の機会の充実を図る。

取組

の柱
(4)ICTを活用したオンライン交流の推進

点

数
1 点

3.0 1.0 4.0 概ね順調

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①-１ 生徒は、海外の生徒に対する成果の発表や質疑応

答などの交流を通して、探究活動の質やグローバルな視

点で探究活動への意欲を向上させることができた。

①-２ 身近なツールを用いて国際交流の機会の充実を図

り、生徒の国際理解や外国語への学習意欲の向上につな

げることができた。一方で、時差や学期の違い等に留意し

て、交流する日程等を調整する必要がある。

①-１ 海外の高校生との

交流を通して、探究への機

運をより一層高め、グロー

バルな視点で探究活動に

取り組む意欲が向上した。

①-2 ニュージーランドの

学校１校と新規に交流を

開始でき、国際交流の機

会が増加した。
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児童生徒一人一人に配備

されたＩＣＴ機器を活用し

た授業が行われた学校の

割合(%)（小･中） 小69.9

中63.7

小76.6

中70.1

小82.1

中77.6

小76.0

中72.0

小84.0

中78.0

小91.0

中85.0

小98.0

中92.0

施 策 評 価 調 書

１　施策の状況

施策名 施策項目13　ＩＣＴの活用推進 所管課
ＩＣＴ教育推進課（高校教育課、義務教育課、特別支援教育

課、生徒指導・学校安全課）

２　定量評価

指標
基準値

(R4)

目標値(上段)

進捗率
点

数

施策の

方向性

(要約)

○　　学習指導要領に位置付けられた情報活用能力の育成に向けて、教科等横断的な視点から教育課程の編成を図り、各学校に

   おけるカリキュラム・マネジメントの充実を図る。

○　　各教員が教科等の指導において効果的にＩＣＴを活用し、学習指導要領が求める「主体的・対話的で深い学び」を実現できる

   よう、指導助言や研修を実施するなどして、教員のＩＣＴ活用指導力の向上を図る。

○　　校長のリーダーシップの下、組織的にＩＣＴ活用を展開できるよう、校内の推進体制や教育課程におけるＩＣＴ活用の位置付け、

　　研修計画などについて明らかにし、学校が一体となった取組の充実を図る。

○　　ＧＩＧＡスクール構想によって整備されたＩＣＴ環境が適切に維持・管理されるよう、自校のＩＣＴ環境整備の方針を明確にすると

    ともに、児童生徒が家庭等で端末を有効に活用して学ぶことができるよう、学校外での端末の安全・安心な利用環境を整え、対

　　面授業とオンライン学習のハイブリッド型の学びのサイクルの構築に取り組む。

前年度

の状況

総合評価 評価年度（令和６年度）の取組【Ｐ】

概ね順調

○取組の柱（１）、（２）、（３）及び定量評価における３つの指標

・ＩＣＴ機器やネットワーク維持管理のトラブル対応を行う「サポートデスク」等での相談対応

・授業におけるＩＣＴ活用に関する取組事例や学習コンテンツの情報発信

・ＩＣＴ活用に関する研修会や協議会の実施

・授業でのＩＣＴ活用の取組事例や学習コンテンツの情報を掲載した広報誌やポータルサイトによる情報発信の充実

○取組の柱（１）児童生徒の情報活用能力の育成に資する実践の普及・啓発

・ＩＣＴ活用ポータルサイトで各種情報の更新やリーディングＤＸスクール事業の情報を掲載するなど、コンテンツを充実

○取組の柱（２）教員のＩＣＴの効果的な活用に向けた取組の充実

・学校・教員のニーズに応じたオンデマンド研修動画、配付資料等の作成によりコンテンツを充実

○取組の柱（３）情報通信技術支援員（ＩＣＴ支援員）等外部人材による教員のＩＣＴ活用の支援

・１人１台端末の共同調達を円滑に実施するとともに、北海道ＧＩＧＡスクール推進協議会において１人１台端末のICT利

活用の推進を踏まえた各回の実施テーマを選定し、各市町村を支援

・学校や市町村教育委員会のニーズに応じた電話相談等の支援や、学校業務を支援するスタッフ等のニーズを踏まえた

研修を充実

・地域のデジタル人材の育成に資するため、道立学校においてＩＣＴ支援員を活用したコンサルティングを行い、ＩＣＴの活

用を推進

・今後の更なるＩＣＴ機器やデジタル教材等の利活用に向けて、通信ネットワーク環境の最適化を図るため、道立学校にお

ける通信ネット ワークの分析・診断（アセスメント）を実施

○取組の柱（４）感染症や災害発生時などにおける教育活動の継続に向けた支援

・学校・教員のニーズに応じた取組事例の収集や学習コンテンツの作成によりICT活用ポータルサイトや広報誌等を充

実

○取組の柱（５）学習者用デジタル教科書の効果的な活用

・指導主事の学校訪問等において、道教委の教育課程改善の手引を基にしたデジタル教科書の効果的な活用や、デジ

タルと他の様々な教材等を効果的に組み合わせて指導することの大切さ等について指導助言

出典

（調査機関） 分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6 R7 R8 R9 調査時期

100.0

98.6%
3

各種調査結果等を基に、各研修の

目的や対象を明確化した上で内容等

の工夫を図ったほか、先進校の実践

事例、有識者によるオンデマンド動画

等の情報を積極的に発信したことに

より、各学校においてICTを活用した

授業改善の意識が高まり、実績値は

目標を下回っているものの、ほぼ毎日

端末を活用して授業を行う学校の割

合が増加傾向にある。

点

R6.4

全国学力・

学習状況調

査（文科

省）

所管課ＨＰ
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３　定性評価
取組

の柱
(1)児童生徒の情報活用能力の育成に資する実践の普及・啓発

点

数
1 点

100.0

96.1% 3

ICT活用に関する研修会や協議会

の実施のほか、授業におけるICT活

用に関する取組事例や学習コンテン

ツの情報を掲載した広報誌やポータ

ルサイト等による情報発信を行った。

96.1 (R7.10)

情報活用の基盤となる知

識や態度について指導す

ることができる教員の割合

(%)（小、中、高、特）
96.1

（R3)

100.0 100.0 100.0 100.0

学校における

教育の情報

化の実態等

に関する調査

（文科省）

点

授業にＩＣＴを活用して指

導することができる教員の

割合(%)（小、中、高、特）

91.1

（R3)

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

91.2%

91.2 (R7.10)

R6.3

(R7.3)

3

ICT活用に関する研修会や協議会

の実施のほか、授業におけるICT活

用に関する取組事例や学習コンテン

ツの情報を掲載した広報誌やポータ

ルサイト等による情報発信を行った。
点

R6.3

(R7.3)

学校における

教育の情報

化の実態等

に関する調査

（文科省）

指標
基準値

(R4)

目標値(上段)

進捗率
点

数

出典

（調査機関） 分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6 R7 R8 R9 調査時期

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①ＩＣＴ活用ポータルサイトのコンテ

ンツの充実と、小中高の12年間を

見通した情報活用能力の育成に

関する情報提供と活用支援

②小・中学校教育課程改善の手

引等において、ＩＣＴを活用した授

業改善について掲載

③「ＧＩＧＡワールド通信」等で情報

モラルに関する情報を掲載

④関係機関と連携し作成したネッ

トトラブル未然防止啓発資料をＷｅ

ｂページに掲載

⑤ネットの安全・安心な利用に向

け、教職員、保護者を対象とした講

習会を実施

②ICTを活用した授業改善につい

て、教育課程改善の手引や授業づ

くりに関する指導資料に掲載し、

Webページで周知するとともに、

指導主事の学校訪問で教育課程

改善の手引を活用した指導助言

③「GIGAワールド通信」等で情報

モラル等に関する情報を掲載（４

月、１月）

⑤-1 本庁主催で教職員向けネッ

トパトロール講習会を実施（参加

人数Ｒ５：２２４名→Ｒ６：206名）

⑤-2 各管内ごとに子どもたちを

ネットトラブルから守るための保護

者向け学習会を実施（開催時期８

～２月、参加人数Ｒ５：１，２７８名→

Ｒ６：1,016名）

②全ての小・中学校において１人１台端末等のICT活用

に係る校内研修を実施しており、授業改善が進展してい

る。取組を継続するため、引き続き、各学校の好事例の周

知や指導主事による学校訪問等での指導助言が必要で

ある。

③児童生徒が端末を活用する上でのルールづくりやルー

ルを意識させるための手立てなどの具体的な事例のほ

か、情報モラル教育指導者セミナーの案内を掲載するな

ど、学校における情報モラルの育成に資する情報を提供

することができた。生成AIをはじめとしたAI技術はかつて

ないスピードで社会に普及してきていることから、子どもた

ちの情報活用能力の育成に向けて、引き続き、情報モラル

やメディア・リテラシー等に関する情報を継続的に提供し

ていくことが必要である。

⑤児童生徒のネットトラブルの未然防止や早期発見・早

期対応に資するためのネットパトロール講習会の実施によ

り、児童生徒のインターネットや携帯電話の利用状況の確

認、ネットパトロール技術について理解を深めることに寄

与している。また、保護者向け学習会では、フィルタリング

の利用や家庭でのルールづくりの重要性についての理解

を深めることに寄与。児童生徒のネットトラブル未然防止

に向けて、引き続き、最新の情報提供が必要である。

①セミナーと協議会の目的

を明確にし、研修の内容、時

間、方法等の工夫を図った

ことにより、昨年度より参加

者が増加し、各学校におい

て情報活用能力の育成に

向けた取組が進められてい

る。

②道内の小・中学校におい

て、１人１台端末等のICTを

活用した研修の取組が広

がった。

③各種研修での説明や通

信等で先進校の実践事例

等を発信してきたことによ

り、情報モラルを含む情報

活用能力の育成に向けた

教職員の意識が向上してき

ている。

④日々アップデートされる

ネットトラブルの事例に応じ

たコンテンツを充実するとと

もに、「闇バイト」の実態、特

徴などの情報を掲載し、イン

ターネット等に潜む危険性

の注意喚起を図った。

⑤日々アップデートされる

ネットトラブルの事例に応じ

たコンテンツを充実した。

①-1 ICT活用ポータルサイトの

更新（更新回数24回）

①-2 リーディングDXスクール事

業オープンセミナー（６月、10月

399名参加）及びICT活用全道

協議会（12月 386名参加）等を

全校種の教職員を対象に実施

①-1 ICT活用ポータルサイトに生成AIの利活用に関す

るコンテンツや、リーディングDXスクール事業指定校の取

組を更新するなど、情報活用能力の育成に資する情報を

提供することができた。情報活用能力は学習の基盤とな

る資質・能力であることから、引き続き、先進校の好事例

の紹介や資料提供に努めていくことが必要である。

①-2 文部科学省学校DX戦略アドバイザーによる講義

や事業指定校の実践発表、テーマ別協議等を通じて、多く

の参加者が自校での新たな取組や課題解決の方策を見

いだしていた。より多くの教職員に参加してもらえるよう、

研修の内容や方法等の改善を図るとともに、周知方法を

工夫することが必要である。

④-1 「ネットトラブル未然防止の

ための総合ヘルプサイト」にネット

トラブル未然防止啓発資料を掲載

（６月、８月、12月、２月）

④ -2 「 STOP SNS Trouble

ポータルサイト」に「闇バイト」への

関与防止のための啓発資料を掲

載（12月）

④-2 道や道警察等と連携し、中高生向けに啓発資料に

事例を掲載する等、児童生徒の犯罪への関与防止に向け

た取組の充実に寄与している。

④-１，２ 児童生徒のネットトラブル未然防止等に向けて、

引き続き、最新の情報提供が必要である。

④-1 民間委託業者と連携し、ネットパトロールの結果を

基に、教職員向けと保護者向けの啓発資料それぞれに事

例を掲載する等、児童生徒のネットトラブルの未然防止に

向けた取組の充実に寄与している。
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